



































A Longitudinal and Practical Study of Psychoeducation with a Focus on 
Social Skills Education for Elementary School
The Effects of Improvement on Behavioral Functions of a Three-Level Model for 
Assessment of Children’s School Adjustment
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た（Ｆ（1、342）＝45.43、ｐ  < .01）。下位
検定より、平成26年５月期は、行動的機能向
上群よりも低下群の方が有意に高かったのに





























平均 SD 平均 SD ｔ値
感謝 1.28 2,45 -0.65 2.42 7.27 **
聴き方・話し方 2.74 3.05 -0.58 3.29 9.67 **
あいさつ 1.27 2.29 -1.12 2.25 9.65 **
非・攻撃 0.11 2.06 -0.77 2.08 3.92 **
向社会的 2.87 2.55 -1.64 2.89 15.32 **







た（Ｆ（1、342）＝34.70、ｐ  < .01）。下位
検定より、平成26年５月期は、行動的機能向
上群よりも低下群の方が有意に高かったのに
対し（Ｆ（1、342）＝6.16、ｐ  < .05）、平成
27年３月期は、行動的機能低下群よりも、向
上群の方が有意に高い値を示していた（Ｆ




（1、148）＝38.10、ｐ  < .01）、行動的機能低
下群では、平成26年５月期に比べ、平成27年
３月期の方が有意に低い値を示していた（Ｆ
（1、194）＝4.65、ｐ  < .05）。「サポート」に
ついては、群と時期の交互作用が有意であっ
た（Ｆ（1、342）＝30.88、ｐ  < .01）。下位
検定より、平成26年５月期は、行動的機能向
上群よりも低下群の方が有意に高かったのに
対し（Ｆ（1、342）＝6.67、ｐ  < .05）、平成
27年３月期は、行動的機能低下群よりも、向
上群の方が有意に高い値を示していた（Ｆ
（1、342）＝9.15、ｐ  < .01）。また、それぞ
れの群についてみると、行動的機能向上群は、
上群の方が有意に高い値を示していた（Ｆ




（1、148）＝35.05、ｐ  < .01）、行動的機能低
下群では、平成26年５月期に比べ、平成27年
３月期の方が有意に低い値を示していた（Ｆ
（1、194）＝12.35、ｐ  < .01）。「運動」につ
いては、群と時期の交互作用が有意であった

















平成26年５月期 平成27年３月期 平成26年５月期 平成27年３月期
平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD
学業的機能 学習 26.52 6.25 28.90 6.30 ↑ ** 28.54 5.76 27.29 6.29 ↓ **
運動 24.01 5.88 24.29 6.73 24.46 6.05 23.34 6.59 ↓ **
社会的機能 社会 18.57 3.65 20.22 3.25 ↑ ** 19.55 3.61 19.00 4.02 ↓ *
サポート 11.92 3.11 13.39 2.87 ↑ ** 12.75 2.82 12.34 3.39 ↓ †
学校適応感 自己価値 18.72 4.84 20.34 5.22 ↑ ** 20.56 4.64 19.07 5.36 ↓ **
自己肯定 2.76 1.10 2.99 1.13 ↑ ** 2.88 1.06 2.86 1.09



















（1、148）＝3.58、ｐ  < .1）、行動的機能低下
群では、平成26年５月期に比べ、平成27年３
月期の方が有意に低い値を示していた（Ｆ


















（1、148）＝36.96、ｐ  < .01）、行動的機能低
下群では、平成26年５月期に比べ、平成27年
３月期の方が低い値を示していたが、有意傾









で あった（Ｆ（1、342） ＝40.76、ｐ  < .01）。
下位検定より、平成26年５月期は、行動的機
能向上群よりも低下群の方が有意に高かった
のに対し（Ｆ（1、342）＝12.88、ｐ  < .01）、
平成27年３月期は、行動的機能低下群よりも、
向上群の方が有意に高い値を示していた（Ｆ




（1、148）＝25.22、ｐ  < .01）、行動的機能低
下群では、平成26年５月期に比べ、平成27年
３月期の方が有意に低い値を示していた（Ｆ
（1、194） ＝18.41、ｐ  < .01）。「 自 己 肯 定 」
については、群と時期の交互作用が有意で
あった（Ｆ（1、342）＝4.88、ｐ  < .05）。下
位検定より、平成26年５月期と平成27年３月
期のいずれにおいても、行動的機能向上群と
低下群の間に有意差は示されなかった。また、
それぞれの群についてみると、行動的機能向
上群は、平成26年５月期に比べ、平成27年３
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（2009）のように共分散構造分析などを用い
る方が良いと考えられる。縦断データに対す
る共分散構造分析としては、潜在曲線モデル
などがあるが、複雑なモデルになると識別困
難などの問題が生じたり、測定した各時点の
データが、１次関数や２次関数の変化に収ま
らなければ適合度は良くないものとなるなど、
適用できる場面が限られている（清水・三保・
紺田・花井・山本、2011）。三水準モデルは、
潜在因子同士が階層構造になっているモデル
であり、比較的複雑なモデルである。そのよ
うな問題を解消したうえで、縦断データに対
して三水準モデルについて、共分散構造分析
などの分析を行う必要がある。
　本研究では、半数以上の児童が、行動的機
能低下群に含められた。これらの群について
は、ソーシャルスキルトレーニングの効果が
みられないように思えるかもしれない。行動
的機能向上群は、平成26年５月から平成27年
３月の因子の変化量がプラスに大きく変化し
ていた群であるが、行動的機能低下群は、マ
イナス側への変化ではあったものの、その変
化量は、行動的機能向上群ほど大きなもので
はなかった。そもそも、これらの群は、クラ
スター分析によって、変化パターンが異なる
２つの群に分類したのみであるため、行動的
機能低下群の中には、ほとんど変化がみられ
ない児童も含まれていると考えられる。例え
ば、平成26年５月の時点ですでに高い得点で
あった児童については、平成27年３月ではあ
まり変化がみられないために、低下群として
分類されている場合がある。したがって、行
動的機能低下群の児童が195名いることは、
ソーシャルスキルトレーニングの効果がみら
れないことを直接示すものではない。また、
「学習」「社会」「サポート」「自己価値」「学
機能・学校適応感が２時点間の行動的機能の
変化によってどのような影響を受けるのかを
明らかにした。そのため、本研究で行動的機
能に対応づけた「感謝」「聴き方・話し方」「あ
いさつ」「攻撃」「向社会的」「引っ込み思案」
の６因子について、２つの計測時点の差分を
とり、その変化パターンに基づいて、児童を
分類した。
　本研究の仮説は、行動的機能が向上する群
は、学業的機能・社会的機能・学校適応感に
おいても向上がみられることであった。分析
の結果、行動的機能向上群は、「運動」を除い
て向上がみられていたのに対し、行動的機能
低下群は、「自己肯定」を除いて低下がみられ
ていたため、概ね仮説どおりであった。行動
的機能向上群は、学業的機能の「学習」に変
化がみられた。
　山田ら（2009）は、共分散構造分析により、
三水準モデルの検証を行ったが、行動的機能
から学業的機能への影響がみられないという
結果であったため、本研究とは異なっている。
山田ら（2009）は、行動的機能から学業的機
能への影響がみられなかった理由として、行
動的機能を「向社会的スキル」のみで測って
いることが影響しているかもしれないとして
いる。また、山田ら（2009）は１時点の測定
データをもとに、共分散構造分析をおこなっ
ているため、本研究のように２時点間の変化
をとらえたものではない。そのため、本研究
のように、行動的機能から学業的機能への影
響が示されなかった可能性がある。
　一方で、本研究は、行動的機能の変化パター
ンが異なる２つの群の学業的機能を比較して、
差があったかどうかを検証したのみである。
このような分析は、因子間の因果関係を明ら
かにするためには、不十分であり、山田ら
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校適応」は、平成26年５月期において、行動
的機能向上群よりも、行動的機能低下群の方
が高い値を示している。したがって、もとも
と得点の低い生徒ほど、これらの因子の得点
が向上する可能性がある。
　本研究では、行動的機能向上群は、「運動」
に変化がみられなかった。三水準モデルでは、
学業的機能は、学業達成や学業への興味・関
心の程度、子どもの学業的パフォーマンスに
ついて、教師からどれだけ強化を受けている
かを示すものとなっている。本研究で用いた
因子である「学習」及び「運動」は、いずれ
も学業の一部としてとらえられるが、例えば、
児童にとって、テストの成績などが強化とし
て機能しやすかったり、教師等から強化を受
けやすかったりするなど、「学習」と「運動」
には何らかの違いがあるかもしれない。その
違いについては今後の検討課題である。
　また、行動的機能向上群では、「学校適応」
が有意傾向であったため、平成26年５月期に
比べ、平成27年３月期で高くなっている可能
性があるが、三水準モデルのさらなる検証に
より、行動的機能と「学校適応」の関係を正
確にとらえていく必要がある。
　本研究では、三水準モデルの検証を目的と
していたものの、因子間の因果関係を十分に
とらえてはいない。そのような因果関係をと
らえるためには、共分散構造分析などの分析
が必要であるが、三水準モデルのような複雑
なモデルに対しては、潜在曲線モデルの適用
が困難である。しかし、清水ら（2011）は、
より柔軟なモデルとして、潜在差得点モデル
を紹介している。そのようなモデルの適用に
より、時間的変化のある三水準モデルを包括
的にとらえるかもしれない。
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付記
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ログラムの開発（研究代表者：藤枝静暁、研究分担
者：相川充、研究協力者：増南太志）の助成を受け
て実施されたものである。
